
（参考）居住誘導に関する届出の手続概要（平成３０年１２月２５日から）

居住誘導区域外では、市都市計画課への届出が必要となる場合があります。

　

はい いいえ

居住誘導区域外

※２である

（開発行為）

①　３戸以上の住宅の建築目的の開発行為

➁　１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発

　行為で、その規模が１，０００㎡以上のもの

（建築等行為）

①　３戸以上の住宅を新築しようとする場合

➁　建築物を改築し、又は用途を変更し

　て３戸以上の住宅とする場合

　　　　　　　　　　　       　　　　　　に該当する

建築計画は、　　

　住宅※１

　　　　である

　　

　　届出不要

届出必要！

　住宅の届出※３

　届出の対象となる開発行為及び建築等

行為に着手する日の３０日前までに届出

が必要です。

開発行為の場合

　●届出書（様式第１０）

　●現況図（１／１０００以上）

　●土地利用計画図（１／１００以上）

　●（案内図、公図の写し、委任状など）

建築行為等の場合

　●届出書（様式第１１）

　●配置図（１／１００以上）

　●立面図（２面以上）（１／５０以上）

　●各階平面図（１／５０以上）

　●（案内図、公図の写し、委任状など）

上記２つの届出内容を変更する場合

　●届出書（様式第１２）

　●上記のそれぞれの場合と同様

※１　住宅

　戸建て住宅、共同住宅及び長屋等をいい、寄宿舎や老人ホームは含みません。

※２　居住誘導区域

　居住誘導区域は、平成３０年１２月２５日に公表。　

※３　住宅の届出

　居住誘導区域の公表の後は、居住誘導区域外で一定規模以上の開発行為や建築等行為を行う場合、行為に着手する日の３０日前までに市への届出が義務

付けられます。（都市再生特別措置法第８８条第１項）


